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「水俣病問題は終わっていない。」熊本水俣病の解決に苦闘した宇井純や原田正純は，いずれもこ
のように述べている（宇井2014p.195-212，原田2007p.154-280）。また，長年にわたって公害問
題と取り組んできた宮本憲一も同じことを述べているが（宮本2014p.692-701），そればかりか，
宮本は，原発事故は，公害の発生を助長し，規制や救済を誤らせたシステムが引き起こした究極の
公害であるとする（ibid.p.722-725）。そうだとすれば，原発事故も，水俣病問題と同じように事
態の収束に至らないかも知れないのである。
実際，福島第一原子力発電所の事故においては，現在も多数の避難者が生活基盤を喪失したまま
であるし，被災地の再生はその姿だけでなく意味さえ不明確なままである。なぜこのような情況に
陥っているのか。水俣病問題における政策の失敗については，宇井，原田，宮本による見解（前掲
の文献）を初めとして数多くの分析・論考がある。一方，原発事故に関しては，事態が進行中であ
ることもあって，問題構造に踏み込んだ考察は少ない(1)。だが，事故への緊急的な対応段階が過ぎ
ようとしているいま，原発事故問題の本格的な解決を志向した政策が必要となっている。
ここでは，水俣病問題（熊本水俣病に限定する）において露わとなった政策の特性を手がかりに，
原発事故の本格的な解決に向けて政策をどのように形成していくべきかを探ってみたい。
１　問題解決へのアプローチの失敗
問題解決に向けた政策を形成するためには，問題の解明，課題の設定，解決手法の構築という三
つの作業が欠かせない。水俣病問題においては，これらの作業における失敗が，問題をより深刻な
ものとし，被害者救済の実効性を損ったのである。原発事故対応においては，その失敗の経験が果
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(1)原発事故への対応における政策の構造に踏み込んだ主な論考として，危機対応の政策枠組みに関して，
斉藤誠（2015）『震災復興の政治経済学―津波被災と原発危機の分離と交錯』日本評論社，政策形成の
場の視点から，舩橋晴俊（2013）「震災問題対応のために必要な政策議題設定と日本社会における制御能
力の欠陥」『社会学評論』Vol.64No.3p.342-356，損害賠償制度について，遠藤典子（2013）『原子力損
害賠償制度の研究―東京電力福島原発事故からの考察』岩波書店，復興政策の現実に照らして，除本理
史・渡辺淑彦編著（2015）『原発事故はなぜ不均等な復興をもたらすのか―福島事故から「人間の復興」，
地域再生へ―』ミネルヴァ書房，がある。
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たして活かされているのだろうか。
（１）調査の回避―問題の解明の失敗
水俣病が保健所によって原因不明の奇病として公表されたのは，1956年５月である（発病者54名，
17人死亡）。だが，食中毒事件としての漁獲・販売禁止の法的措置は行われず(2)（漁獲操業禁止の
行政指導がなされたのは1957年８月），中毒実態の調査も不徹底であった。また，その原因究明を
推進する組織体制も構築されず，工場の調査協力を得ることもできなかった。熊本大学医学部によ
って原因が有機水銀であると発表されたのは1959年７月で，その後も学術的な論争が続き，政府
が公害病であると正式に認定したのは1968年９月である。しかし，患者の認定基準等をめぐって
争いが継続し，国・熊本県の賠償責任を認めた最高裁の判決（2004年10月15日）を契機に一挙に
認定申請者が増えるなど，未だ被害者の全容さえ把握されていない。
水俣病問題は，医学的な症状についての問題だけでなく，社会的な問題でもある。その視点から
の報告・ルポジュタールは1964年ごろから発表されている。たとえば，石牟礼道子が『苦海浄土』
の初稿「海と空のあいだに」を『熊本風土記』に連載し始めたのは1965年，その最初の原稿は
1960年１月『サークル村』に発表されている（石牟礼2004p.257-258）。これらの報告・ルポジュ
タージュが水俣病問題への取り組みに果たした役割は極めて大きいが，社会科学に立脚した本格的
な調査研究が始まったのは1969年の第一次水俣病裁判の提訴以後である（原田2007p.271-272）。
また，政府による社会科学的な調査研究は，1997年（！）に初めて着手され，1999年に報告書が
公表された(3)。しかしながら，社会科学的な調査研究の立ち後れは否めない。原田は，身体的症状
はもちろん，こころの傷，差別と偏見，生活障害，経済的負担，医療，福祉，漁業，共同社会の問
題，地域社会の伝統的な生活様式や文化の問題など，未だ未解決の問題が多すぎるとしている
（ibid.p.157）。
では，このような調査の不徹底や回避の傾向は，原発事故への対応においてはどうであろうか。
事故の発生と対応については，三つの調査報告書（国会事故調，政府事故調，民間事故調の報告）
などが公表されているが，事故炉の状態が不明であることから，その調査には決定的な限界がある。
そして，事故炉の状態を反映した調査をいつ，どのように行うかについての見通しは立っていない。
(2)熊本県衛生部は，1957年８月に厚生省公衆衛生局に対して食品衛生法による魚介類の捕獲摂食禁止措
置の可否について照会したが，その回答（同年９月）は，「水俣湾特定地域の魚介類を摂食することは，
原因不明の中枢性神経疾患を発生させるおそれがあるので，今後とも水俣湾の魚介類が摂取されないよう
指導すること。然し，水俣湾内特定地域の魚介類のすべてが有毒化しているという明らかな根拠が認めら
れないので，当該特定地域にて漁獲された魚介類のすべてに対し食品衛生法第４条第２号を適用すること
はできないものと考える」というものであった。
(3)水俣病に関する社会科学的研究会（1999）「水俣病の悲劇を繰り返さないために―水俣病の経験から
学ぶもの―」国立水俣病総合研究センター。ただし，この報告書に対しては，行政，医学の責任を曖昧
にしたのではないかなど多くの批判がある（原田2007p.272）。
55
政策の失敗はなぜ起きるのか
一方，事故によってどのような被害が発生し，自然的社会的な影響が生じているかについては，損
害賠償額の算定，除染事業の実施，被災者の健康保持などのためにそれぞれの立場で調査がなされ
ているが，各調査相互の連携は図られていない。
問題を解明するためには，事故の様相，避難の実態（自主避難を含む），被災者の健康や社会的
な状況，飛散した放射性物質の挙動（たとえば半減期が８日のヨウ素131による放射線被爆は健康
被害の認定に不可欠で，飛散直後の調査が必須である），生態系の状態など「何が起きているか」
を系統的に把握しなければならない。しかしそのための組織体制は全く用意されていないのである。
事故発生時の緊急的，状況対応的な体制がほぼそのまま継続していて，個々の対策（主要なものは，
損害賠償，除染事業，公共施設の整備）を実施するのための調査が個別に行われているに過ぎない。
特に見逃せないのは，福島復興再生基本方針（2012年７月），早期帰還・定住プラン（2013年３月），
原発事故こども・被災者支援法の基本方針（2013年10月）などの対応方針が，十分な調査を欠い
たままで策定されたことである。目標と達成計画が先にあって，被災，避難，放射能汚染などの実
態は，その枠組みに照らして把握され，解釈されかねない。
水俣病や原発事故への対応においては，共通して，政府による徹底的な調査が回避されているの
である。理由は二つある。
第一は，政策意図の先取りとその堅持である。水俣病は未知の現象（環境汚染によって食物連鎖
を通じて起こった中毒であること，胎盤を通じて胎児性水俣病が発生したこと）であったが，それ
ゆえに関心が医学上の症候学に閉じこめられた（ibid.p.269-271）。そして，調査の実施や結果の
解釈は，健康被害補償の範囲などをめぐる争いの一環と化してしまい，また事実の究明による風評
や安全への不安などの社会的影響を心配する圧力に晒されたのである。さらには，調査の結果によ
っては患者認定基準などが批判に晒されることにもなるから，健康調査さえも徹底されていない。
一方原発事故においては，事故発生後早い段階で対応方針が決定され，その判断の枠組みが堅持
された。そして，方針に従って，賠償金の支払い，除染の実施，公共施設の復旧などが進行し，
「事故によって起きたこと」そのものを解明する動機が失われていったのである。被災者は補償の，
土地は除染の，地域は帰還の対象として捉えられ，その枠組みをはみだす調査は等閑視されている。
しかも，水俣病のようには死者が発生していないから（避難関連死は起きている），被災者救済に
向けた調査が不十分になっている嫌いもある。政策が実態をつくり出す関係が顕著に現れているの
である。
第二は，責任問題からの遮断である。水俣病については，最終的に国・熊本県の法的な責任が確
定したが（平成16年10月15日最高裁判決，ただし，責任は水質二法の適用における不作為であって，
食品衛生法の適用不作為については問われていない），広範な調査の実施は責任問題のさらなる解
明に結びつく恐れが大きい。たとえば，原因の特定，被害拡大の防止，患者の認定基準などに関し
て，政府の責任が問われる恐れは未だ残っているのである。また，患者の人権を保護する責任も重
要である。
原発事故については，損害賠償責任は一義的に東京電力が負うとされている。しかし，政府には
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安全監督の責任が残るし，避難措置，健康被害の防止，被災者救済などの適切さが問われる可能性
もある。さらには，現在の賠償枠組みの外側で損害賠償が求められた場合には，東京電力への資金
支援の枠組みも大幅な変更を迫られることになるという見解もある（斉藤2015p.114-117）。ここ
でも，幅広い調査が事故責任の見直しにつながる恐れを見逃すことはできない。
このように，水俣病問題における調査の回避という失敗は，原発事故においても踏襲されている
のである。
（２）優先性の判断の誤り―課題の設定の失敗
水俣病への対応においては，患者の救済と地域経済の維持とが比較考量され，問題への取り組み
が徹底されなかった。たとえば，患者とチッソとの補償交渉中に開催された「水俣市発展市民大
会」（1968年９月29日）のスローガンは，「患者を支援する。しかしチッソの再建計画の遂行には
十分協力する」とされ，石牟礼道子はこれを逆接の接続詞で結ばれる関係であるとしている（石牟
礼2004p.250）(4)。政策の意思決定において，利害調整に関心が傾き，起きている問題の切実さを
見失ってしまうのである。
このような事情はのちに政府も認識し，たとえば環境白書は，水俣病被害の拡大を防止すること
ができなかった背景には，「地元経済のみならず日本の高度経済成長への影響に対する懸念が働い
ていたと考えられます」とし，「水俣病を発生させた企業に長期間にわたって適切な対応をなすこ
とができず，被害の拡大を防止できなかったという経験は，時代的社会的な制約を踏まえるにして
もなお，初期対応の重要性や，科学的不確実性のある問題に対して予防的な取組方法の考え方に基
づく対策も含めどのように対応するべきかなど，現在に通じる課題を私たちに投げかけています」
と記述している（環境省2006p.45）。もっとも，環境省はこのような認識を持つにもかかわらず，
司法判断によって水俣病患者の認定範囲が拡大されたにもかかわらず，「公害健康被害の補償等に
関する法律」に基づく認定基準の見直しを拒否し，患者救済よりも従来の政策の維持を優先してい
る。同省は当時と同じような轍を踏んでいるのである。
優先性の判断の誤りは，中立の装いをもって現れる。水俣病患者の互助会が厚生省に対して補償
交渉の進展を要望した際に，同省は互助会に対して次のような文書の提出を求めた（ibid.p.425）。
確約書
私たちが厚生省に，水俣病にかかる紛争処理をお願いするに当たりましては，これをお引き受
け下さる委員の人選についてはご一任し，解決に至るまでの過程で，委員が当事者双方からよく
事情を聞き，また双方の意見を調整しながら議論をつくした上で委員が出して下さる結論には異
(4)石牟礼はさらに，「市民千五百人を集めて開かれた“水俣市発展市民大会”は患者からボイコットされ，
“合同慰霊祭”は市民からボイコットされることで，病む水俣の姿を象徴的に表現していた」とし，「患者
たちの補償交渉は，そうした水俣の空気の中で始まろうとしていた」と記している（石牟礼2004p.251）。
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議なく従うことを確約します。
ここには患者救済への意思はかけらもない。弱者に対する共感を欠いた意思決定は，正義を保つ
ことが難しいのである。
宇井純は，「公害に第三者はない」とし，被害から出発するしかないと主張している（宇井2014
p.222-225）(5)。水俣病問題においては，被害者と加害者が向き合うときに，両者の利害調整に配慮
することが優先性の判断を誤らせ，問題解決から逸れた意思決定に結びついたのである。
では，原発事故への対応においてはどうであったか。優先性が問われたのは，事故に対処するた
めの原子力損害賠償制度の構築においてであった。以下，遠藤典子の研究（遠藤2013）に全面的
に依拠してその考え方を紹介する。
課題は，損害賠償は誰が負担するのか，事故による混乱をいかに収拾して破局を回避すべきかの
二つであったという（ibid.p.310-311）。そして，前者については，（1）東京電力に賠償責任をま
っとうさせるため，債務超過を回避して存続維持を図るべく公的資金を投入する，（2）公的資金投
入の根拠を原子力政策を推進してきた政府の社会的
4 4 4
責務に求め，発生する国民負担の最小化を図る
という方針が採用された。また後者については，（1）政策担当者は内閣等に指示される以前に自律
的にスキームの設計に着手し，（2）チッソに対する公的金融支援，金融危機における預金保険制度
の拡充などの過去の政策的蓄積を活かして極めて短時間でスキームの原型を固め，（3）健全な裁量
性を存分に発揮して複合的な問題を解決し社会の混乱を収めるスキームを用意し，（4）政治権力と
一体となって政策立案や遂行を図りつつ，内実において政治権力との距離を保つしくみを組み込む
ことによって対応が図られたという（ibid.p.311-312）。
遠藤は，このような意思決定に際して被害者救済がどのように考慮されたかに関して，国家とし
ての法的責任を回避する（前例を作ることで他のケースに波及して財政負担が膨張するのを恐れる
から），特定の人々に対する財政支出に対して極めて防御的な姿勢を固め続ける（国民は税の配分
問題に対して寛容ではなく，新たな財政負担が増加することになるから），加害企業を公的に支援
して存続させ賠償責任を全うさせる，という特質をあげ，「国が責任を回避しつつ実質的に責任を
引き受ける」という間接支援方式が選択されたとしている（ibid.p.314-316）。
ここには被害者と国家との利害調整を図る論理が働いていて，次のような帰結を見たのである。
第一に，社会不安を収拾すべく，被害の実態を把握することなくアプリオリに賠償スキームが決定
された。第二に，国の法的責任を回避し，財政負担を抑制する方針が堅持された。第三に，被害者
(5)宇井はさらに，「加害者からは全体像は出てこないのだから，被害者だけが全体像を話したって，マス
コミはどうせ中間をとってこれが真実ですと報道するに決まっている。でも，そんなものは現実とは何の
関係もない。（中略）第三者がいないというのは，実際に両者の言い分を聞いてみればよく分かるはずで
す。それなのにまるで第三者がいるかのようにメディアで発表すること自体が間違っているんじゃない
か」と述べている（宇井2014p.223）。
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が関与することなく加害企業の責任のあり方が決定され，加害企業が財政負担最小化のためのしく
みに組み込まれた。そして第四に（これは遠藤が触れていないが），組み立てられたスキームは即
座に実施に移され，事実の積み重ねが強力に推進された。
このように，水俣病問題においては政府の対応は極めて消極的であったのに対して，原発事故に
おいては，政府が積極的に制度の構築を進めたのである。その背景には，原発事故の危険性は明白
で社会的影響が深刻であったこと，原子力政策やエネルギー政策の根幹を揺るがす事態であったこ
と，津波被災と重なっていて緊急的な措置が即座に容易に受け入れられる社会状況にあったことな
どの事情があったと考える(6)。
さて，しかしながら，原発事故の賠償スキームには被害者救済の意思は希薄である。避難指示区
域の設定は混乱をきわめ，自主避難者を含めて被災者の被った損害の実態はいまも不明確であるが，
賠償スキームの設計に当たってはおおむねの必要負担額が負担可能性とのバランスを図りつつアプ
リオリに設定された。あるいは，原子力損害賠償紛争審査会は極めて早い段階で賠償範囲に関する
判定指針を示した（第一次指針（避難等に伴う損害）は2011年４月28日，第二次指針（精神的損
害）は同年５月31日，中間指針（全体的な損害範囲）は同年８月５日に決定された）。被害実態の
把握はおろか，賠償の目標，特に生活再建との関係は等閑視され，金銭支払いを約束することによ
る不安解消が最優先されたのである。
被害者救済という問題を解決するときに，水俣病問題への対応においては地域経済維持との比較
考量が働いたのだが，それと同様に，原発事故への対応においては，社会不安の抑制や財政負担最
小化との比較考量が働いたのである。そしてその結果，水俣病患者が原田正純が指摘した諸問題
（原田2007p.157，前掲）をいまも抱え続けなければならないのと同様に，原発事故被災者は，こ
ころの傷，差別と偏見，生活障害，健康不安，農林漁業の復活，地域社会の再生，伝統的な生活様
式や文化の継承など(7)，未解決の問題を抱え続けることになる恐れが大きい。
弱者への共感をベースに優先性を判断する論理は，原発事故経の対応においても働かなかったの
である。そしてこのことは，利害調整に基づいて積み上がる既成事実に阻まれ，問題解決の不徹底
につながっていくのである。
（３）既存制度への執着―解決手法の構築の失敗
水俣病は，食品中毒の症状として現れた。したがって最も初期の対応は，食品衛生法に基づいて
進められた。同法の目的は，「飲食に起因する衛生上の危害の発生を防止」することであり，その
(6)もっとも，水俣病も，患者の悲惨さは明白で，公害という意味では全国的な危機であったし，日本の産
業政策を揺るがす問題でもあった。また，救済の緊急性は原発事故に劣らなかったのである。にもかかわ
らず問題への対応が異なった理由を考えるとき，マスメディアの責任は大きい。
(7)これらの問題類型は，原田正純が示したものをほぼそのまま踏襲したが，原発事故被災の実態に即して
一部修正している。
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中心となる手法は「公衆衛生の見地から必要な規制」を行うことである（同法第１条）。だから，
まずは疾患原因の特定に力が注がれたのであるが，一方で，患者の救済や環境汚染への対応につい
ては後手となった。のみならず，原因の特定が困難であったことから，医学的な症候が焦点となり，
そのメカニズムの解明如何が対応を左右する結果を招いたのである。
つまり，公衆衛生行政における既存の手法が適用され，その枠組みが維持され，政策を主導した
のである。水質二法の適用も食品衛生法による施策の延長でしかない。だが実際に起きたことは，
環境汚染，しかも食物連鎖を通じた疾患であり，さらにはそれは胎盤を通じても発症する性質があ
った（原田2007p.269）。また，患者の被った損害は，健康被害に留まらず社会的な大きな困難を
伴っていた。つまり，生じている事態は食品衛生法の枠組みを大きく超えるものであったが，政策
の転換が図られることはなかったのである。対応の限界に直面して損害賠償のしくみが曲がりなり
にも整えられたのは「公害に係る健康被害の救済に関する特別措置法」の制定(8)によってであり，
疾病の発見から13年後のことである(9)。これは，既存制度への執着という政策の失敗の結果である
と言ってよい。
ここに見られるのは，直面する事態に当てはまる既存の行政手法を選択し，その枠組みのなかで
政策を維持する思考様式である。あたかも道具箱から適切な道具を選んで（たとえば公衆衛生法の
適用），それを使い続けることに執着する習慣である。そして，もし不具合があっても道具に若干
の改良を加え（たとえば水質二法の援用），それにも限界があれば道具箱から別の道具を選び直す
のである（たとえば鉱業法による損害賠償制度の援用・拡大）。このような思考様式を「道具箱主
義」と名づけよう。
この道具箱主義は，原発事故への対応においても顕著であった。原子力損害賠償制度の構築に際
してチッソ支援や金融危機対応スキームが大々的に援用されたことは，遠藤典子が明らかにしたと
おりである（遠藤2013p.111-137）。また，除染事業については廃棄物処理事業のスキームが，公
共施設の整備については災害復旧事業のスキームがそれぞれ援用されているし，避難者の救援（避
難住宅の提供，生活支援など）には主として災害救助法のスキームが適用されている。もっとも，
原発事故からの復興については，福島復興再生特別措置法，早期帰還・定住プラン，原発事故子ど
も・被災者支援法など，独自の政策枠組みが制定・策定されている。しかしこれらによる具体的な
施策も，ほぼ前述のスキームを組み合わせたものに過ぎないのである。
実際に起きているのは，生活基盤を突然に奪われた多数の避難者（その置かれた事情は一般化で
(8)公害に係る健康被害の救済に関する特別措置法のスキームは，おおむね鉱業法による賠償制度の援用・
拡大である。無過失責任，賠償範囲の認定，金銭補償のしくみは共通しているし，生活再建（社会関係の
再生）を度外視していることも同じである。
(9)もっとも，この制度のもとでも，患者認定の基準をめぐる紛争は未だに決着していない。その根本的な
理由は，組み立てられた制度が，疾患発生メカニズムの特異性に即したものとなっていないこと，社会的
に生じる問題をカバーしていないことにあると考える。また，司法が認めた国・熊本県の法的責任を果た
すためのしくみも未整備である。
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きない），無人地帯の人為的な出現とその長期間にわたる継続（無人地帯の自然的条件やそこで営
まれていた社会関係は様々である），生態系の広範な放射能汚染（その実態は不明なままである），
見通しが立たない事故炉の処理，そして被災者・被災地を取り巻く社会経済環境の否応のない変貌
である。このような事態に取り組むためには，現実に即して問題解決のためのしくみを新たに構築
するアプローチが不可欠である。その方向については別稿でラフなスケッチを示したところである
が（長谷部2015），起きている事態を既存制度の枠組みに当てはめて認識し，手慣れた手法によっ
て制御する道具箱主義のもとでは，創造性の発揮は期待できないと考える。
なぜ道具箱主義が頑固に採用されるのか。第一に，既存制度は安全で安定していて，堅実な操作
性を確保できることである。そしてその限りではあるが，責任を全うすることも容易い。未知で不
確実なことに取り組むリスクを回避できるのである。第二に，ビューロクラシーとの親和性が高い。
系統的に権限が配分され，手続きが重視されるしくみのもとでは，新たな政策を構築するには多大
の労力と時間を必要とする。第三に，合意形成が容易である。既存の枠組みのなかであれば，政治
的な調整，社会的な理解，財源や人材の調達・活用など，いずれにおいてもおおむねの見通しを得
ることができる。第四に，道具を組み合わせることによって幅広い対応が可能となる。選択した政
策からこぼれ落ちる事象は，別途の個別的な措置によって対応すれば良いのである。特に，政治的
な介入による混乱を防ぐには，いざとなれば取り替え可能な道具を組み合わせるほうが対処し易い。
そしてこのような道具箱主義は，多くの問題解決において有効に機能してきた。一方で，予期せ
ぬ事態，特に深刻な危機においては，有効でないばかりか，問題の先送りや深刻化を招いたのであ
る。水俣病問題はその残酷な例であるし，原発事故への対応に関してもその恐れがある。
２　失敗の根
水俣病問題への対応において，問題解決に向けて政策を形成するために必要な三つの作業（問題
の解明，課題の設定，解決手法の構築）のそれぞれについて失敗があり，それが原発事故対応にお
いても活かされず，踏襲されていることが明らかとなった。では，なぜ失敗の経験を活かすことが
できなかったのだろうか。
（１）目的・手段図式
政策は，公共的に解決しなければならない問題について，目的を設定して，その達成のために
人々の行動をコントロールする体系（制御手段の集合）であると考えられている。このような考え
方が「目的・手段図式」である(10)。
(10)目的・手段図式の理論的な分析としては，たとえば平井宜雄（1995）『法政策学：法制度設計の理論と
技法』有斐閣がある。なお平井は，政策決定のモデルとして「目的＝手段決定モデル」と「法的決定モデ
ル」の２つを示しているが，両者は相剋の関係にあるとしている（ibid.p.44-48）。
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この場合に，政策は，単に目的を達成するだけでなく，効率性基準と正義性基準とを満たさなけ
ればならないが（たとえば平井1995p.70-73），ここではその議論には踏み込まない。失敗の経験
が活かされないのは，両基準への適合性に問題があるからではなく，目的・手段図式そのものの性
質に起因すると考えるからである。
目的・手段図式の特徴は，第一に，社会現象を機械的な作用であるかのように捉え，目的に向け
て操作できると考えることである。これは政策担当者だけでなく，近代経済学を無条件で信奉する
人々にも共通する特徴であるが，ある作用を加えれば，必然的にある結果に至るという思考パター
ンを持ち，社会（あるいは市場）をあたかも機械のように制御できると想定するのである。
もちろんこのような力学的自然観に限界があることは周知のことである。既に，力学的自然観に
よっては理解できないさまざまな現象についてその真実に迫るべく，量子力学，複雑系の科学，生
態的自然観，神話の論理などの多様なアプローチが蓄積されている。だが，社会制御によって問題
を解決するためには，操作性を確保することが求められるため，政策形成に当たっては，社会現象
を力学的自然観によって認識するアプローチが採用される。そしてそのように認識すれば，政策目
的は，力学系を作動させるのと同じような手法で達成できるはずである。
第二の特徴は，政策形成とは社会のしくみを「設計」することであると考えることである。これ
は，人々の行動を人為的な意図のもとに統御するシステムを構築する作業であり，それによって秩
序をつくりだし意図を実現するのである。たとえば，合理性のある具体的な目的を達成するために
法律を制定することはその典型例であるし，あるいは，原子炉の安全性を確保するために，その性
能について基準を定め，基準を満たすべく各種の行動を組織することは原子力安全制度の「設計」
である。
だが，社会的な行動を目的適合的に完全に制御することが可能かどうかについては，理論的に不
能であるという主張から実践的な困難さの指摘まで，幅広い批判がある。たとえば，フリードリ
ヒ・ハイエクFriedrichHayekは，社会制度の多くは自生的なものであるから，われわれは現存の
秩序の基礎にある根源的原理についてまったく不完全にしか理解していない，人が理性を授けられ
ているがゆえに文明や制度を創造することができたとするのは誤りである，それゆえに人が自らの
欲求や望みを満たすよう思いのままに制度を改変することはできない等々，設計主義に対して原理
的な批判を展開している（ハイエク2010p.25-55）(11)。あるいは，原子力の安全性に関しては，リ
スクの予測・推定問題，システムの複雑さ，危険に対する無知，不可逆的な危険性などのために，
原子力技術を法制度によって制御することは非常に難しいと考える（長谷部2011p.38-41）。
さらには，設計主義が強まると，異質なものを認めない習性がはびこることになる。設計図はバ
(11)ただし，ハイエクは同時に，このことは「古くて伝統的なさまざまな価値のすべてを確信をもって受け
容れてよい，ということでは決してない」とし，「社会がどのように機能するかを理解し，どこでそれが
改良しうるかを発見しようと努力する社会科学者は，社会のあらゆる価値を個々に批判的に吟味するとと
もにそれを判定する権利を主張しなければならない」としている（ハイエク2010p.44）。
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ーチャルな世界であるが，そこに安住するには，設計したモデルが意図したとおりに作動しなけれ
ばならない。異質なもの，制御できないものに対して同質化の圧力を高め，それに従わないものを
排除・無視するようになる。バーチャル世界への過信が，実像と虚像を同一視し，自ら望むものだ
けを見聞きするようになるのである。
しかし，ルールを制定しその履行を確保する手法は，問題を解決するために広範に活用されてい
るし，多くの場合に有効に機能していて，社会もそれを受容している。設計の対象とするシステム
の挙動が明確に把握され，それに対する介入が漸進的，局所的で，十分な予測可能性が確保されて
いる場合には，描いた設計図と現実の事態とがおおむね一致するからであろう。
さて，この目的・手段図式の二つの特徴は，前述した政策の失敗とその踏襲を内包することにな
る。その様相は，次のとおりである。
ア　認識枠組みの固定化
まず，力学的自然観の関心の的はメカニズムであって，その視点から世界を眺める。そしてその
ようにして捉えた現象は，意図的な統御が容易である。両者が結びつき政策の枠組みがいったん固
まれば，それから外れたものは，例外や特殊事情として取り扱われ，枠組みを揺るがすことにはな
らない。調査が回避される背景には，このような事情が働いている。
水俣病問題において，発症のメカニズムが明確になるまでは規制措置等が躊躇されたこと，判定
基準が固まったのちはさらなる調査の実施が拒否されたこと，社会的な被害について等閑視された
ことなどはその帰結である。また原発事故においては，避難→賠償，汚染→除去，被災→復旧とい
う操作的な認識枠組みが先見的に設定され，対応方策が設計された。緊急的な対応が必要だったか
らでもあるが，起きている現象を調査することなく，目的・手段図式に整合する認識の枠組みを定
め，それを維持するかたちで政策が展開されたのである。対応の際に，放射線被爆の安全基準など
が混迷し揺らいだが，それは設計した枠組みを前提に現象を捉える性向の現れである。このことは，
優先性の判断を誤らせることにもつながる。
同時に，力学的自然観と設計主義が結びついて，責任論が回避される。責任の有無を左右するの
は予測可能性や対応の的確性であるが，力学的自然観と設計主義を前提にそれらを判断することに
なれば，政策責任の所在は曖昧となるのである。
未知の現象が危険を孕む恐れがあるときには，事前警戒原則(12)（予防原則とも言う）に即して律
するのが有効である。しかし，その制度化は遅々として進まない。その背景には，目的・手段図式
の基盤となっている認識・制御の枠組みを維持する意思が強固に働いているのかも知れない。
(12)事前警戒原則とは「深刻な，あるいは不可逆的な被害の恐れがある場合に，具体的な被害が発生してお
らず，また，科学的な不確実性がある段階で，予防的な措置を取って影響や被害の発生を未然に防止すべ
きである」という考え方をいう。不確実さのなかで選択を迫られる場合の判断基準として有効であるとさ
れている。
63
政策の失敗はなぜ起きるのか
イ　内在的視点の欠如
次に，力学的自然観はシステムを外側から観察する。制度設計者も対象の外から働きかける。い
ずれも内在的な視点を欠いているのだが，それゆえに，中立性やバランスを重視することとなる。
このことは，政策の安定性を確保するためには大事なスタンスである。しかし一方で，人間的な判
断，特に共感をベースにした価値選択がおろそかになる恐れがある。
水俣病問題においては，このような事情が如実に表れた。被害者救済と地域経済維持とが両天秤
に架けられ，迅速果断な対応が取られなかったのである。一方，原発事故においては損害賠償のス
キームが極めて迅速に決定された。しかしそれは，負担と責任の帰結を定め，社会不安を和らげる
ためであって，被害実態を反映したものではなかった。被害者と加害者が向き合うこともなく決定
され，生活再建を顧慮しない賠償スキームであって，被災者・被災地の救済如何は結果でしかない。
内在的な視点を欠いたゆえに，優先性の判断を誤ったことは水俣病問題と同じである。
このことは，危機的な状況において特に重要となる。ウンベルト・エーコUmbertoEcoは，
1983年に開かれた会議の席上で，「文化の創造性というのは元々，危機を排除するのではなく危機
に直面する技術である」と述べたという（山口2009p.175）。山口昌男はそれを受けて，危機とは
危険がどこかから降ってきて起きるのではなく，一貫性や体系性を備えているようなふりをしてい
る組織や制度が潜在的に抱えている危機が表面化したものだと捉える。そして，潜んでいる内なる
危機にあえて直面することによって，今度は外から現れ来る危機に柔軟に対応する能力を身につけ
ていくが，それを学ぶ場が文化なのだとする（ibid.p.176-179）。つまり危機に向き合うときには，
外から来るものの正体を見極めると同時に，それを受け止め，自らを見つめる作業を強いられるの
である。そしてその作業に裏打ちされてこそ，真っ当な優先性の判断が自生する。目的・手段図式
のもとでは，それは期待できない。
ウ　社会的受容への安住
もう一つ見逃せないのは，力学的自然観は社会に広く浸透し，幅広く受け入れられていることで
ある。設計主義も同様で，制度に限らず専門家が設計したものは，内部がブラックボックスであっ
ても，インプット・アウトプット関係だけに着目して信頼される。これらの性質から踏み出す政策
は，批判され，吟味されるリスクを負うのである。既存制度の限界が分かっていても，その援用・
延長によって問題を解決する選択がなされるのは，それゆえである。
未知の事態に直面したときに，手持ちの道具で対応するのは間違いではない。しかし，それが予
想した働きをしているかどうか注意深く検証して，予想と起きている事態とのギャップを確認し，
その理由を究明し，あるいは事態そのものに立ち返って道具を見直すという条件のもとで正しいの
である。そして，水俣病は未知な現象であり複雑な影響を生んだ。原発事故は，それ以上に知られ
ざる事態を惹き起こしている。現象や事態に即して政策を組み立てる（というよりも，試行錯誤で
対処するというのが正しいのかも知れない）必要があるのに，既存制度に執着していては問題の解
決に至らないのは当然である。目的・手段図式の有効性を問わなければならないのだが，それを阻
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むのが既存制度の強い社会的親和性である。
政策は，社会的に受容されなければ実現しない。しかし，目指さなければならないのは問題の解
決である。目的・手段図式の限界に突き当たったならば，その枠を破るべく，社会的な合意を得て
いく覚悟がなければならない。水俣病問題はまさにそのような事態であったし，原発事故対応はい
まその情況に置かれているのである。
（２）組織ガバナンス
政策の失敗の原因を組織運営の失敗に求める研究は数多い。著名なのは戸部良一らによる『失敗
の本質―日本軍の組織論的研究』（1984年）である。同研究は，ノモンハン事件，ミッドウェー
作戦，ガダルカナル作戦，インパール作戦，レイテ海戦，沖縄戦の６つの事例における日本軍の意
思決定を分析し，その失敗がどのようにして起きたのかを明らかにした労作である。分析は広範に
わたるが，日本軍の失敗の本質は，「過去の戦略原型にはみごとに適応したが，環境が構造的に変
化したときに，自らの戦略と組織を主体的に変革する」ことができなかったとする。そしてこの特
性は，ヨーロッパから高度に合理的・階層的組織を借用したが，それと集団主義とを混合させ，前
者の不確実な環境下で機能するダイナミズムと，後者の現場の自由裁量と微調整主義を許容する長
所の双方を，いずれも圧殺してしまった結果であると結論づけている（戸部ら1984p.278-279）。
ここで大事なのは，このような組織の特性が戦後の日本の組織に連続的に生きているかどうかで
ある。これについては，同書は，政治組織においてはそのまま継承されているのではないか，企業
組織においては創造的破壊の形で継承したのではないかなどとしている（ibid.p.279-281）。実際，
前述した政策形成の三つの段階における失敗は，この研究によって明らかにされた日本軍の組織特
性が政府組織の中にいまも継承されているのではないかと疑うに足る経緯をたどっている。
あるいは舩橋晴俊は，政策に取り組む場合に，「政策決定の場」「政策形成の場」「科学的検討の
場」「公論形成の場」のそれぞれが効果的に機能し，適切に連結される必要があるとする（舩橋
2011344-347）。そして，その理論的な枠組みの視点から原発事故対応における制御能力の貧弱さ
を指摘し，その要因として，「社会的意思決定の公正（fairness）」の原則が十分に社会的に共有さ
れていない，制御中枢において「公正」という規範原則が十分に共有されていない，利害調整にか
かわる「公平（equity）」の原則（特に負担の公平）が政策形成や政策決定の場で十分に共有され
ていないと分析している（ibid.p.362）。
舩橋は，原発事故への対応は日本の社会変革の課題であるとし，長期避難者と長期避難自治体が
置かれた困難な状況の解決に実践的に取り組んだ(13)。この指摘は，その経験をもとにした危機感に
裏打ちされていて，傾聴に価する。
このように，これらの分析は，水俣病問題や原発事故対応の失敗を理解するうえで有効な手がか
(13)たとえば舩橋は，「移住」と「早期帰還」という二者択一を超えた「長期待避・将来帰還」という第３
の未知を選ぶための政策パッケージを提案している（舩橋2011p.353-358）。
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りを与えてくれる。たとえば，環境適応と変革の欠如という組織の性質は，既存制度への執着によ
る失敗を見事に言い当てているし，政策形成を担う組織において公正や公平という規範の共有が希
薄であることは，優先性の判断の失敗ないし歪みそのものである。このような組織の性質が維持さ
れる限り，政策の失敗が惹き起こされ，その経験が活かされることなく失敗が踏襲されるような基
盤は残ったままであろう。
しかしながら，組織の運営原則や意思決定の基準をより合理的なものとすることによって，政策
の失敗を抑えることができるかどうかについては，疑問が残る。二つの視点から考えてみたい。
ア　PPBSの挫折
1965年，アメリカ合衆国は，公共的意思決定をより合理的なものとするため，予算管理のシス
テムを大幅に改革する政策を始動した。これは，政府組織に経営管理の考え方を導入し，意思決定
を合理化する試みである。PPBS（PlanningProgrammingBudgetingSystem）がそれで，1961年に
国防総省において同省長官のロバート・マクナマラRobertMcNamara（経営分析が専門）が導入
したマネジメント・システムであるが，それを連邦全省庁に導入することとしたのである。PPBS
は，システム分析の技法を活用して，（1）予算編成プロセスにおいて政府の諸政策の目的，内容，
規模を分析し，その意思決定を改善する，（2）意思決定のプロセスにおいて分析的情報（特に，イ
ンプットーアウトプットの関係に関する情報）を重視することを目指した。重点が置かれたののは，
目的指向，代替案の体系的比較，長期的視野，プログラムの耐えざる評価と改定である（宮川ら
1971p.11-13）。
PPBSの導入によって，政府情報の質の大幅な改良，プログラム評価の重要性に対する認識の向
上，政治過程への情報分析の組み込みなどが進んだとされる。しかし一方で，予算の増分主義，議
会の政治的介入，税制の聖域化，受益負担関係の偏りなどについては改善が見られなかった（プロ
クシマイア報告，宮川1970p.4-18）。そしてPPBSは，期待されたほどの成果をあげることなく，
数年で消滅してしまったのである。
日本においても，1966年度以降，同様のシステムを導入するための準備が行われ，少なくとも
７省庁にはそのための組織が設置された（宮川ら1971p.31-32）。しかし，アメリカ合衆国での制
度の消滅と軌を一にして，その本格的な導入はなされなかった。その後日本では，政策評価制度の
整備など意思決定を合理的なものにするための取り組みがが続けられているが(14)，原発事故を惹き
起こし，その対応においても多くの問題を抱えていることなどに照らせば，十分な成果を上げてい
(14)2001年には，「行政機関が行う政策の評価に関する法律」が制定された。同法は，「行政機関は，その
所掌に係る政策について，適時に，その政策効果を把握し，これを基礎として，必要性，効率性又は有効
性の観点その他当該政策の特性に応じて必要な観点から，自ら評価するとともに，その評価の結果を当該
政策に適切に反映させなければならない。」とし，政策効果は，政策の特性に応じた合理的な手法を用い，
できる限り定量的に把握しなければならないなどとされている。
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るとは言い難い。
このような事実から分かるのは，マネジメント・システムにおける合理性は，政府組織の活動に
おける合理性とは一致しない，ということである。政策の合理性は，効率性と正義性の二つの視点
によって吟味しなければならない。だが，マネジメント・システムにおける評価に当たっては計算
可能性を確保しなければならず，主として費用対効果分析や成果指標（アウトカム）の測定によっ
て行われる。このような手法による評価はその性格から効率性の測定に偏りがちで，もう一つの評
価基準である正義性を測定することは難しい。このことは，公正さや公平性をどのように測定する
か考えてみれば自明である。
そして，企業組織においては一般に経営効率が重視されるが，政府組織においては意思決定にお
ける正義が強く求められるのである。政府組織に対して企業経営における組織管理の考え方をその
まま当てはめるのは困難なのである。経営学で発達したマネジメント理論を政府組織に導入するこ
とには原理的な限界があるし，『失敗の本質』から導き出されたイノベーション理論もそのままで
は適用できない。政府組織と企業組織とのあいだには，拠って立つ組織のあり方に違いがあるから
である。PPBS導入の挫折は，その現れであった。
『失敗の本質』は目標達成の視点から，舩橋は制御能力の視点から，それぞれ組織における「合
理性」の欠如を指摘している。このことは政策の失敗が起きる基盤を解明するうえで欠かせない視
点であるが，合理的なシステムを目指した組織ガバナンス改革の挫折に照らせば，求められる合理
性の内実を問わなければならないのである。
イ　市場の倫理と統治の倫理
政府組織と企業組織の違いはよく知られている。たとえば，存立基盤ないし最終的なガバナンス
主体の違い（前者は国民・住民，後者は株主），競争性の違い（前者は議会等からの監視，後者は
市場競争），目標の違い（前者は計量困難な公益，後者は計算可能な利益）などである。だが，忘
れてならないのは，両組織のあいだに組織を律する倫理に違いがあり，そのことが合理性の位置づ
けの違いとなって表れていることである。
政府組織における意思決定の多くは権威的になされる。非対称的なヒエラルヒー構造のもと，権
力関係が優越するのである。一方，企業組織においては，対等な取引関係を基盤とした市場的な決
定が優越する。従って，両者が重んじる行動倫理も異なるのである。
このことを明瞭に示した研究は，ジェイン・ジェイコブズJaneJacobsによる市場の倫理と統治
の倫理の対比である。彼女は，人間生活の事実を注意深く観察し，商業組織と統治組織が重んじる
倫理のなかには両立しないものがあって，その混同が組織の腐敗を生むと主張した。そして腐敗を
避けるためには，自覚的に二つの倫理のいずれかを選択しなければならないとする（ジェイコブズ
1998）。
ジェイコブズが示した商業組織の倫理（市場の倫理）と統治組織の倫理（統治の倫理）を対比す
ると，表１のとおりである。
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これは達見である。具体的な倫理の内容については議論が残るであろうが，統治の倫理を重んじ
る組織に対して市場の倫理の遵守を促しても筋違いとなることは容易に理解できる。そして，
PPBSの導入はそれを行おうとして頓挫したのである。
商業活動などにおいては，効率性に照らした合理的な意思決定を支える市場の倫理に対して親和
性が高い。一方，政府のような統治組織においては，統治の倫理によって正義性を維持することが
重要となる。正義にも合理性が必要だが効率性とは異なる観点から評価しなければならないことは
前述したが，統治の倫理はその内実を具体的に表した価値基準であると考える。
より重要なのは，ジェイコブズの両者の混同が問題を惹き起こすという指摘である。実際には，
組織が「何を行おうとしているか」に応じて立脚すべき倫理が異なるであろう。政策形成のプロセ
スに照らして考えると，市場の倫理が大事になるのは，問題の解明や政策の比較・選択に当たって
であり，統治の倫理を重んじるべきは，優先性の判断や意思決定においてである。
実際には，水俣病問題への対応においては，問題の解明においては権威的であり，優先性の判断
に当たっては市場の倫理（取引）が優越し，手法の選択と意思決定においてはいずれも統治の倫理
が強く働いている。また，原発事故への対応においては，問題の解明や意思決定においては統治の
倫理が強烈に作用しているが，優先性の判断や手法の選択においては利害の調整や取引が行われる
など市場の倫理が重んじられたのである。政策の失敗の一因は，このような組織における倫理の混
同であると考える。
政策形成の過程において，両方の倫理をどのように選択すべきかをおおまかに示せば，表２のと
おりである。
表１　市場の倫理・統治の倫理
市場の倫理
　・暴力をしめだせ
　・自発的に合意せよ
　・正直たれ
　・他人や外国人とも気やすく協力せよ
　・競争せよ
　・契約尊重
　・創意工夫の発揮
　・新奇・発明を取り入れよ
　・効率を高めよ
　・快適と便利さの向上
　・目的のために異説を唱えよ
　・生産的目的に投資せよ
　・勤勉たれ
　・節倹たれ
　・楽観せよ
統治の倫理
　・取引を避けよ
　・勇敢であれ
　・規律遵守
　・伝統堅持
　・位階尊重
　・忠実たれ
　・復讐せよ
　・目的のためには欺け
　・余暇を豊かに使え
　・見栄を張れ
　・気前よく施せ
　・排他的であれ
　・剛毅たれ
　・運命甘受
　・名誉を尊べ
（注）ジェイン・ジェイコブズ『市場の倫理と統治の倫理』（日本経済新聞社，1998年）p.311-312より
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もっとも，組織の腐敗を防ぐためには，倫理の混同を避け自覚的な倫理選択を行うだけでなく，
これらの倫理を鍛えることが必要である。そしてそのような鍛錬の場の貧弱さこそが最大の問題で
あると考える。舩橋は公論形成や規範的原則の共有が十分でないと指摘したが（前述），それは，
統治の倫理を鍛える場が貧弱であることを意味する。そのとおりである。また，市場倫理について
も，企業と政府との相互依存関係の曖昧さや，企業経営において確信的な不正が絶えないことに照
らせば，とても十分に鍛えられているとは言い難い。
政策形成における目的・手段図式の問題と，政府組織のガバナンス問題を吟味し，政策の失敗の
根を探ってきた。これは水俣病や原発事故への対応における失敗に共通する問題であるし，それに
留まらず政策形成において広範にあてはまる課題でもある。政策の失敗の根は深い。
３　原発事故対応政策の軌道修正―二つの回復
政策の失敗は，放置することなく軌道修正を図る必要がある。原発事故への対応においては，ど
のような軌道修正が求められるのであろうか。明らかにした失敗の構造に即して，その方向を考え
たい。
（１）「再生」の意味を深める：日常性の回復
問題の解明を通じて明らかにしなければならないのは，「再生」の意味を深めることである。政
策形成のための調査は，原発事故によってどのようなことが起き，何が失われたかを解明するの留
まらない。被災者や被災地はどのような状態に至ったときに「再生」を果たしたと認識できるのか
を明確にすること，つまり，再生の意味や再生状態を具体的に見通しことのできる手がかりを示す
必要がある。
ヒントとなるのは，リハビリテーションの考え方である。リハビリテーションは，「身体的，精
神的，社会的に最も適した生活水準の達成を可能とすることによって，各人が自らの人生を変革し
ていくことを目指し，且つ時間を限定した過程である」とされている（奥野1996p.2）。元に戻る
ことよりも，障害を持ったままでもそれぞれが自らの人生を形づくっていくことができるプロセス
表２　政策形成過程における倫理の選択
市場の倫理 統治の倫理
問題の解明（調査の実施など） ◎
課題の設定（優先性の判断など） △ ◯
解決手法の構築
　手法の比較・選択 ◯ △
　意思決定（責任の明示） ◎
（注）◎，◯，△はこの順に優越性の高さを示す。△は場合によっては選択が許される。
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を重視しているのである。従って，たとえばリハビリテーションのための環境として，物理的環境
（建築物，交通機関，住宅などのハード面），経済的環境（働く場の保障，障害年金・障害手当など
の所得面），法的環境（障害者の生活と権利を守るための法律面），社会・文化的環境（差別・偏見
の除去，交流の場の設定，障害者運動等），心理・情緒的環境（障害受容への援助，権利擁護，カ
ウンセリング等）を整える必要があると考えられている（ibid.p.3）。
これに照らせば，原発事故被災と身体的精神的な障害とは起きたことは異なるが，そこから回復
することの意味については共通する部分が多い。目指すのは，「日常性の回復」であるし，そのプ
ロセスを辿るのは被災者・被害者自身である。政策の役割は，プロセス環境を整えることに留まる
のである。
そうだとすれば，「再生」の意味は，被災者ごとに個々に定まるのであって極めて多様なものと
なる。避難先での生活再建の姿も区々であろうし，被災地に帰還した場合にも元の生活を復元する
ことはできない。「長期待機・将来帰還」にしても，その時期や条件の判断は様々である。だとす
れば，損害賠償と生活支援とを截然と区分することはできない。金銭の交付は重要であるが，それ
が「再生」の障害となる場合さえあるのではないか。
被災地の再生についても同様である。「帰還宣言」をもって再生の区切りとする考え方，農林漁
業の復旧をメドとする捉え方，文化・伝統の復活を目安とする思い，安定した社会経済状況の実現
を目指す主張等々，幅広いものがある。地域ごとにその意味が異なるであろうし，住民（元の住民
のほか，移入してきた住民をも含む）の認識にも違いが生じているのではないか。
「日常性」とは，そのようなものである。だからこそ，目的・手段図式による政策には限界があ
る。ただし，原発事故によって失われた日常性には，例の見ない次のような特質がある。
ⅰ）危機の持続
事故炉で再臨界が起きることはないであろうが，放射線による汚染は続いているし，汚染廃棄物
の処理の見通しは立っていない。被爆による健康被害への恐れも払拭されているとは言い難いので
ある。
ⅱ）難民状態
自然災害によって居住できなくなった例はあるが，理不尽に居住地を失う事態は，日本で初めて
のことである。難民にとっての日常性とはどのようなものか，共感を手がかりに理解していかなけ
ればならない。
ⅲ）事故発生防止の不透明さ
事故被災における日常性の回復に欠かせないのは，事故が再発しない見通しを得ることである。
このことは，公害被害を通じて明確となった課題である。しかし，原発事故に関しては，それが不
透明なままである。
さらには，このような特質のほか，日常性の回復において見落とすことのできない次のような特
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別の事情もある。
ⅵ）津波災害との混同の恐れ
原発事故への対応は，同時に起きた大規模な津波災害への対応と並行して進められている。両者
には，起きた現象や生じている事態に質的な違いがあるのだが（ただし，それは十分に明確となっ
てはいない），対応の目的は同一視されがちで，被災者・被災地再生のための手法もほぼ同じであ
る。災害復旧における日常性回復と混同される恐れがある。
ⅴ）公害問題との類似性
公害は，日本の社会経済構造と強く結びついて起きた災害であった。原発事故も同様の事態であ
るから，公害における日常性の回復が如何なるものであったか・あるべきだったかとの比較によっ
て，失われた日常性の正体が明確となる。本論文冒頭に，原田正純が，水俣病に関して，こころの
傷，差別と偏見，生活障害，経済的負担，医療，福祉，漁業，共同社会の問題，地域社会の伝統的
な生活様式や文化の問題など，未だ未解決の問題が残っていると述べていることを紹介したが，そ
の指摘は日常性回復の難しさの現れである。
ⅵ）被災者と被災地の関係
被災者が取り戻す日常性と，被災地における日常性の回復とは，様相が異なる。もちろん両者は
密接に関係するが，帰属意識，生活基盤，避難期間などに応じてその関係は区々であるし，被災地
の再生に当たっては新たな移住者の参加も重要である。このような事情は，災害復旧や公害対策に
おいては目立たない。
原発事故被災によって失われた日常性回復のための政策には，これらの特質や特別の事情を組み
込む必要がある。別稿で賠償の生活再建補償への転換やコミュニティの再生による復興を主張した
が(15)，それらはその一環である。
（２）選択の自由を確保する：イニシャティヴの回復
課題の設定において最優先すべきは，「再生」の主体となる被災者・被災地のニーズである。再
生の意味が日常性の回復であるとすれば，再生へのプロセスも各人・各地域それぞれに異なる。主
(15)生活再建補償とは，財産的・精神的な損失の補填ではなく，被災者が生活を建て直していく過程に責任
を負うしくみによって生活の回復を図ることをいう。この場合には，補償の方法は，個々人の意思と必要
に即して，金銭の一時払いだけでなく，代替地の提供等の現物補償，年金方式での金銭支給，無利子資金
の貸付け，コミュニティ再建のための基金（その運営はコミュニティ組織が担うことになる）への出捐な
ど，多面的なものとなる（長谷部2015p.55-56）。
 また，コミュニティの再生とは，歴史や文化的な伝統，自然環境と生活の結びつきなどの再構築を含む
プロセスで，地方公共団体よりも小さな集落のような社会単位が舞台となるであろうし，ローカルなルー
ルの形成・運用も必要となる（ibid.p.56-57）。
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体の自律性を欠いては，再生は進んでいかない。事故発生の初期段階においては，選択の余地が与
えられない緊急的な措置が優先されてもやむを得ないであろうが，できるだけ速やかに被災者・被
災地に取り組みのイニシャティヴを委ねる必要がある。水俣病や原発事故への対応においてはこの
認識が欠けていたゆえに，優先性の判断を誤ったのである。
しかしながら，現在の損害賠償制度のもとで被災者がイニシャティヴを発揮するには多大の労力
を要する。そもそも，被災者団体と加害者が直接に賠償交渉をすすめるような体制さえ貧弱なまま
である。あるいは，避難生活のなかで地域社会の運営に手軽に参加することは大変難しく，被災地
の再生に当たってのプロセスに被災者が深く関与し参加するしくみはいまだに構築されていない。
どのようにイニシャティヴの回復を図っていったらよいのだろうか。
ア　被災者に対する共感
イニシャティヴを回復するうえで最も基本となるのは，被災者に対する共感であることを深く自
覚することである。宇井純が「公害に第三者はない」と指摘したことは前述したとおりであるが，
これも同じ意味を示したのであろう。そしてそのためには，人のこころを受け止める感性と，切実
な気持ちに答える暖かい心性とが必須となる。
試みに，スベトラーナ・アレクシエービッチ『チェルノブイリの祈り―未来の物語』（岩波書
店，2011年）から，二つの声を引用してみる。
「外見は元気な赤ちゃんでした。ちっちゃな両手，両足。でもこの子は肝硬変でした。肝臓に28
レントゲン。先天性心臓疾患も。４時間後に娘の死が告げられた。そしてまたです，娘を私にわた
さないという。わたさないってどういくこと？　私のほうこそ，この子をあんたたちにわたすもん
ですか！　科学のために娘を取りあげるつもりね！　わたしはあんたたちの科学なんて大きらい。
憎んでいるわ！　科学は最初に夫をうばい，今度は娘まで……。わたすもんですか！　自分で埋葬
してやります。夫のとなりに。」（アレクシエービッチ2011p.24）
「私は理解したい。なぜ私たちに苦しみが与えられるのか，理解したいのです。なんのための苦
しみでしょう？　（中略）　「ミーシャパパはどこにいるの？　いつきてくれるの？」と。ほかにだ
れが，私にこんなことを聞いてくれます？　私と息子はいっしょに待ちます。私は，自分のチェル
ノブイリの祈りを小さな声で唱えながら。息子は，世の中をこどもの目でながめながら。」（ibid.
p.286-287）
イニシャティヴの回復は，これらの声に答えようとすることから始まるのである。政策形成に携
わる関係者は，各自の人間性が試されることを覚悟しなければならない。
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イ　身近なところで解決
イニシャティヴの発揮を支える考え方として参考となるのは，福祉の分野などで尊重されている
補完性原則（principleofsubsidiarity）(16)である。これは，
・問題はより身近なところで解決されなければならない
・問題解決に当たる優先性は，個人のイニシャティヴ，自助・自律的な制度運営者，非国家的な組
織の順に与えられる
・公的な責務は，一般に市民に最も身近な地域の自治体により担われるべきである
という考え方である。
政策の形成に当たっては，一般に，大きな枠組みを定め，そのもとで具体的な行動を組織すると
いういわば演繹的な考え方が採用されている。目的・手段図式はその典型であるし，原発事故への
対応においては，福島復興再生特別措置法－福島復興再生基本方針－早期帰還・定住プラン－重点
推進計画・産業復興再生計画（この順にヒエラルヒーを形づくる）という施策体系が組み立てられ
ているが，これも同様の考え方に基づいている。一方，補完性原則はその逆のアプローチである。
身近なところでの具体的な取り組みがまずあって，それで解決できないときにより統治の色彩が濃
い組織に解決を委ねるのである。ここでは，試行錯誤を許す発見的な方法が優越しているし，人間
的な交流の機会が確保されている。両者を比較すれば，問題を抱える主体のイニシャティヴがより
尊重されるは，補完性原則によるアプローチである。
被災者・被災地が再生に向けて取り組む場合に補完性原則が有効に働くためには，身近なところ
に選択の自由が確保され，選択を実現できる手段が用意されていなければならない。通常，これは
地方自治制度によって実現できると考えられている。しかし，被災者・被災地の実態をみると，再
生に向けた取り組みの主体は，避難先で生活再建を果たす避難者，小規模な地縁・血縁コミュニテ
ィ，被災者・被災地のネットワーク組織のように多様であって，地方自治制度の枠組みに収まらな
い。
このような多様な主体が選択の自由を発揮し，その選択を実現するために支援するしくみを構築
するのは相当難しい。コミュニティは組織として定型化されていない場合が多いし，流動性も高い。
また，選択の自由は，内在的な規範を伴わない場合にはときに無秩序に陥り，イニシャティヴの基
盤そのものを崩壊に導くこともある。
支援のための資金，技術，連携組織，人材などをプールして，ニーズに応じて活用するしくみが
(16)補完性の原則の厳密な定義はない。補完性の原則が初めて表明されたのは，1891年の教皇レオ13世に
よる回勅「新しい規範」においてであった。そこでは，社会問題の解決は，家族・友人・隣近所など要援
助者に最も近接した社会組織にゆだねられ，それらでは手に負えない場合にのみ上級の組織に任せるとい
うカトリックの社会教義として示された。また，ECのマースリヒト条約（1991年）においてもECと国
家との関係調整において言及され，EU憲法条約（2004年）に継承されている。この原則は，時に自助を
推奨する立場から引用されることがあるが，そのような意味はなく，あくまでも組織階層のなかで問題解
決を担う順序を示す考え方である。
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考えられるが，そのしくみ自体も被災者・被災地のイニシャティヴによってかたちづくられるので
ある。
ウ　「待つ」ことによる再生
被災地の再生（日常性の回復）を図ろうとする場合に見落としてならないのは，除染事業によっ
て安全が確保されたとは言い難いことである。実際，被災地は，次のような前例のない事態に置か
れている。
ａ　地域の自然生態系が放射性物質によって広範に汚染され，生態系のなかを放射性物質が循環し
ていること。そしてその挙動には未知の部分が多いこと。
ｂ　放射線被爆リスクの認識，リスク許容水準の判断，汚染状態におけるリスクの管理手法などに
ついて，様々な意見や学説があること。従って，放射能汚染に関する安全性の判断を一律に行う
のは無理であること。
ｃ　安全性の確認について見通しを得ることができず，相当長期間にわたって居住できない被災地
が存在すること。つまり，無人地帯を抱えていること。
ｄ　事故炉の扱いについて見通しが立っておらず，相当長期間にわたって事故炉が存続すること。
また，被災地内に放射性物資の処分場が立地する予定となっていること。
被災地の再生に当たっては，これらの条件を織り込まなければならないのである。
課題は大きく二つある。第一は，放射能汚染の状態が不確かで安全性に不安のある自然環境と共
存すること，第二は，事故炉や無人地帯など事故そのものを抱えたまま地域社会を運営することで
ある。
そのための手法は，政策の道具箱には見当たらない。工夫しなければならないのだが，事態の詳
細が不明ななかでこれを行うのは相当に困難である。はっきりしているのは，地域の将来ビジョン
を青写真のように描き，その実現に向けて各種の施策を実施するような手法は，青写真そのものが
リアルさに欠けるほか，道具箱主義の失敗に陥る可能性が大きいことである。
まずは，被災地およびその周辺の環境条件について緻密なモニタリングを続け，生態系全体を捉
えて物質循環や動植物の生態を総合的に調査する必要がある。そして，その成果に基づいて安全性
を評価する体制を整えなければならない。そのような条件が整うまでは，被災地の再生を無理に急
いではならない。その間は，損壊された地域資源の回復を待つのである。
もちろん地域資源は自然環境だけではない。たとえば，受け継がれてきた文化や伝統は，場合に
よっては土地と切り離されたままで維持・継承するほか術がないであろう。環境を見守りつつ関心
を失わずに「待つ」ことは，そのまま地域の再生につながるのである。被災者の生活再建は，被災
地の再生と完全に結びついているわけではない。また，無理に結びつける必要もないと考える。
もう一つの地域のなかに事故炉などを抱えている問題については，事故炉とその周辺の土地の取
扱い（たとえば，市町村行政のなかにどのように包含するか，そもそも地方自治行政の対象となり
得るか否か）がポイントとなる。これについても，廃炉事業の状況や被災地再生の進捗に照らしな
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がら「待つ」ことがイニシャティヴの発揮につながるのではないか。
なお別稿で，被災地の再生に当たっては，内発的発展の考え方が参考となること，生活と環境の
再生を優先すべきで，産業は地域内の資源や人を活かし，地域内で経済循環する小規模なものが育
てばとりあえずは十分であることなどを述べたが(17)，これらはイニシャティヴの回復を図るための
政策転換の一環である。
原発事故対応政策の軌道を修正する方向として，日常性の回復とイニシャティヴの回復という二
つを提示した。真に必要な政策は，この二つの回復の過程を通じて自生してくると考える。もちろ
ん，日常性の回復とイニシャティヴの回復を支援することに力を注ぐのは当然である。だが，起き
ている事態は性急に解決できる問題ではない。目的・手段図式の限界や設計主義の落し穴に照らせ
ば，やみくもに事態の収束を図るのではなく，自律的な問題解決の道を選択することが理にかなう
のである。多分，法にも情にもかなうであろう(18)。救済のための政策形成は，被災者・被災地に寄
り添い，その声（かたちにならないものもあるかも知れない）に耳を傾けるところから始めなけれ
ばならないからである。
(17)内発的発展とは，発展の方向や筋道を自らつくりだすという理論で，その発展は，地域の生態系に適合
すること，住民の秘本的必要と地域文化の伝統に根ざすこと，住民の協力によることが必要であると考え
られている（長谷部2015p.57）
 また，産業はとりあえず地域内で経済循環する小規模なものが育てば十分であるとするのは，地域に根
ざしたユニークな産業が芽生えることを期待し，企業誘致などによる産業立地の促進は被災地再生におい
て実効性に乏しいと考えるからである（長谷部2015p.59-60）。
(18)「理に叶い，法に叶い，情に叶う」という言葉がある。これは，下筌ダム（筑後川水系津江川）の建設
をめぐって，1958年からおよそ13年間のあいだ繰り広げた紛争（蜂の巣城紛争）において，反対運動を
主導した室原知幸の主張である。彼は，公共事業は，理に叶い，法に叶い，情に叶うものでなければなら
ないとした。政策を考えるときに忘れてはならない貴重な教訓である。
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